
デフレ完全脱却のための総合経済対策
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（令和５年11月２日閣議決定）（抜粋）

参考資料

第２章 経済再生に向けた具体的施策

第３節 成長力の強化・高度化に資する国内投資を促進する

１．生産性向上・供給力強化を通じて潜在成長率を引き上げ

るための国内投資の更なる拡大

（１）科学技術の振興及びイノベーションの促進
科学研究費助成事業の基金化の拡充、即時オープンアクセスの加速

化、研究・教育に資する基盤整備のための附属病院を含む大学等に

おける最先端研究・教育設備の導入等を支援する。

・附属病院を含む大学・高等専門学校・研究開発法人等の環境整備

第５節 国土強靱化、防災・減災など国民の安全・安心を確保する

１．自然災害からの復旧・復興の加速
東日本大震災を始めとする自然災害からの復旧・復興に全力で取

り組むとともに、近年の自然災害で被災したインフラや病院、学校等

の公共施設等の復旧を進める。

・学校施設、文化財等の災害復旧

２．防災・減災、国土強靱化の推進
激甚化・頻発化する自然災害やインフラ老朽化等の国家の危機に

打ち勝ち、国民の生命・財産・暮らしを守るため、新たな「国土強靱化

基本計画」に基づき、現下の資材価格の高騰等も踏まえ、必要・十分

な予算を確保し、地域の防災関係人材の確保と自助・共助・公助を適

切に組合せ、ハード・ソフト一体となった取組を推進する。

予防保全の考え方に基づく老朽化対策を進める。

・建築物、学校施設、医療施設、社会福祉施設、矯正施設・更生保護

施設、文化施設、公共施設等の耐災害性の強化

・河川・ダム、道路、都市公園、鉄道、港湾・漁港、ため池、農業水利

施設、学校施設等の重要インフラに係る老朽化対策
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